
屋外広告物照明の全国の規制状況
1．調査対象
全国47都道府県、近畿圏内の13政令指定都市・中核市　
（回答率：１００％⇒６０／６０自治体）
	近畿圏内政令指定都市・中核市

	政令指定都市
	中核市

	京都市、大阪市、堺市、神戸市
	大津市、豊中市、高槻市、東大阪市、姫路市、尼崎市、西宮市、奈良市、和歌山市


2．調査実施日
平成24年7月13日（回答集計日：平成24年8月21日）
3．調査項目
Ⅲ．ＬＥＤ、ネオンなど照明を使用した広告物の規制について（抜粋）
【質問５】照明を使用した広告物について規制を行っているか。
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【質問６】質問５に「イ」と回答の自治体に、規制の区域をお聞きします（複数回答可）
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【質問９】デジタルサイネージ等と言われているディスプレイやプロジェクタ等を使用した広告物の取扱いについて、通常の広告物の許可基準以外に規制を行っていますか。
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別紙３





２／３の自治体が規制している。





共通の基準を設けているところが多く、４３％である。


ハ、ニのように特定の区域を規制している自治体が１／４である。





規制しているのは１／４である。


近畿では、京都市、豊中市、兵庫県、姫路市、尼崎市、奈良市、和歌山県である。








